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序    文 

 
マラウイでは、2003 年には政府内に一村一品事務局（現地方自治・地方開発省所管）を

設置し、国家プログラムとして実施体制を整えつつあります。JICA は 2005 年度からは技術

協力プロジェクトとして「マラウイ一村一品運動のための制度構築と人材育成プロジェク

ト」を開始し、一村一品運動の実施体制の整備のため、一村一品事務局（リロングェ）に

長期専門家 2名（一村一品コーディネーター/小規模金融アドバイザー）を派遣し、制度構

築の支援を行っています。 

 2006 年 7 月には第 1 回運営指導調査団を派遣し、プロジェクトの改善に必要な申し入れ

や提言を行いました。今回は、その提言についての実施状況を確認し、プロジェクトの今

後の進め方に関して協議を行いました。あわせて、マラウイ一村一品運動の知見の他アフ

リカ案件への適用可能性を検討するため、南アフリカ共和国貿易産業省（dti）と協議を行

いました。 

 本報告書は、同調査の協議結果等を取りまとめたものです。調査団派遣にご協力いただ

いた日本・マラウイ双方の関係各位に深くお礼を申し上げ、今後も引き続き最大限のご支

援をいただけるようお願いする次第です。 

 
2007 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部長 佐々木弘世 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 



略 語 一 覧 

 
 
APO:   Annual Plan of Operation                           年度計画 

dti:     Department of Trade and Industry            南アフリカ共和国貿易産業省 

JCC:    Joint Coordinating Committee                     合同調整委員会 

JOCV:   Japan Overseas Cooperation Volunteers             青年海外協力隊 

MFI:    Microfinance Institution                             小口金融機関 

OIT:    One Village One Product Intensive Training           一村一品地方研修 

OVOP:  One Village One Product                            一村一品運動 

PCM:   Project Cycle Management        プロジェクトサイクルマネージメント 

R/D:    Record of Discussions                                         討議議事録 

UNIDO: United Nations Industrial Development Organization           国連工業開発機関 
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第 1 章 調査の概要 

 

1-1 運営指導調査団の背景 

マラウイでは、2003 年には政府内に一村一品事務局（現地方自治・地域開発省所管）を

設置し、国家プログラムとして実施体制を整えつつある。マラウイ版一村一品運動では、

小規模農民グループを対象に、農林水産物を利用した加工技術の普及、品質改善、マーケ

ティング能力向上を図り、産品の付加価値向上を目指している。 

こうした動きに対し、JICAは2003年より一村一品パイロット事業に対する支援を実施し、

2005 年度からは技術協力プロジェクトとして「マラウイ一村一品運動のための制度構築と

人材育成プロジェクト」を開始し、一村一品運動の実施体制の整備のため、一村一品事務

局（リロングエ）に長期専門家２名（一村一品コーディネーター／小規模金融）を派遣し、

制度構築の支援を行っている。 

2007 年 1 月には、第 2回運営指導調査団を派遣し、第１回運営指導調査団（2006 年 7 月）

での協議事項（適切な人員配置、地方実施体制整備、小規模金融の外部委託等）の進捗を

確認するとともに、合同調整委員会（JCC）にて今後の方向性について協議を行った。あわ

せて、マラウイ一村一品運動の知見を他アフリカ諸国へ適用する可能性を検討するため、

南アフリカ事務所及び南アフリカ貿易産業省（dti）と協議を行った。 

 

1-2 団員構成 

No 氏名 担当 所属 期間 

1 

 

2 

山本愛一郎 

 

福森大介 

団長/総括 

 

運営管理 

JICA アフリカ部調査役 

 

JICA経済開発部第一グループ

中小企業チーム 

1/20-1/27 

 

 

1/20-1/27 
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1-3 調査日程：2007 年 1 月 20 日～27 日 

時間 団長/運営管理

17:45 成田発

21:50 香港着

23:50 香港発

7:10 ヨハネスブルグ着

10:20 ヨハネスブルグ発

12:45 リロングウェ着

9:00 マラウイ事務所

11:00 地方自治開発省表敬

14:00 一村一品事務局表敬、専門家との打合わせ

9:00 合同調整委員会

14:00 一村一品事務局協議

10:00 地方自治開発省協議（ミニッツ署名）

13:00 Katengeza村　（籐家具）

9:30 マラウイ事務所報告

13:35 リロングウェ発

16:10 ヨハネスブルグ着

8:30 南アフリカ事務所打合わせ

10:30 在南アフリカ日本大使館表敬

15:00 南アフリカ貿易産業省（dti)

18:20 ヨハネスブルグ発

22:15 アンタナナリボ着

1月26日 金

1月27日 土

1月24日 水

1月25日 木

1月22日 月

1月23日 火

日付

1月20日 土

1月21日 日
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第 2 章 調査結果 

2-1 進捗状況の確認 

 本案件のプロジェクト目標は、「一村一品の事務局をはじめ、農村コミュニティの自主努

力を支えるための実施体制の確立と人材の育成が図られる」ところにある。つまり、一村

一品事務局のコーディネーションにより、金融、生産技術支援、マーケティングの夫々の

サービス（ツール）を整備し、農民グループからの申請に対して、一村一品事務局を窓口

に、それらのサービス（ツール）を適切に提供できることになることを、目標としている。

具体的には、ある農民グループがグループを形成し一村一品事務局に対して支援の申請を

行い一村一品事業として認定された場合、一村一品事務局はそのグループの課題を特定し、

イニシャルコストが不足しているグループに対しては小規模融資を、また、生産技術が不

足しているグループに対しては技術支援を実施するというように、課題に対応したツール

を提供するものである。あくまでも、本技術協力プロジェクトの目的は、一村一品の「一

品」を作り出すところにあるのではなく、農民の発意で一品が生み出せるようになる環境

を整備すること、運動を促進するところにある。 

 以上のプロジェクト目標に鑑み、プロジェクトが開始され 1 年 4 ヶ月が過ぎた本調査団

派遣時点において、事務局等の実施体制の確立状況について確認を行った。 

（1） 一村一品事務局 

マラウイ側より、実施体制図（ミニッツ Annex3）にて示すように、一村一品に関して 12

のポストを法的に裏付けたという説明があった。前回運営指導調査時（2006 年 7 月時点）

には、事務局長が未だ配属されておらず、一村一品運動担当次官とマーケティング担当職

員のみという状況であったが、今回調査では 12 ポスト中 4ポスト（事務局長、小規模ビジ

ネス担当職員、マーケティング担当職員、プログラムオフィサー）が配置され、ポスト充

足率は低いものの（33%）、人員は拡充されつつあることが確認された。 

（2） 融資 

 プロジェクト開始以来、マラウイ政府は、一村一品事務局本体に小規模金融機能を設置

したい意向を強く持っていた。背景には、有力国会議員からの各選挙区への支援依頼への

対応が大きいことが推定される。当初 R/D 等での合意事項には含まれていないにもかかわ

らず、JICA 資金を使った小規模金融機能を強く要望している中、前回運営指導調査におい

て、現地業務費等 JICA 資金を原資とした小規模金融は実施しないことを先方に説明し、了

解を得た。また、事務局が他の小規模金融機関に融資機能を委託した場合、JICA は金融技

術に対する支援を行うことを説明し、ミニッツにて確認した。 
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 上記方針を受け、今次運営指導調査時点では、小規模金融専門家の助言の下、競争入札

により委託する小規模金融機関の選定手続きを進めているところである。 

（3） 生産技術支援 

 事前評価調査時において、先方より、生産技術に関する支援を行う技術支援センターを

自然資源大学内にマラウイ側の準備によって設立する構想が表明されたが、現在のところ

設立の動きは見られない。 

他方、2006 年 11 月に派遣した食品加工短期専門家（帯広畜産大学小疇助教授）の助言の

下、マラウイ一村一品運動のボードメンバーでもあるマラウイ大学と連携を深めつつあり、

当面はマラウイ大学ブンダ校に委託することによって、生産技術支援を行う方針で準備を

進めている。 

ただし、上記（1）の実施体制図に、マラウイ大学等とのコーディネートを図る役割が期

待される生産技術部門がないことを指摘したところ、現場の実情に合わせて事務局機能の

見直しも実施する旨の表明があった（ミニッツにて確認）。 

（4） マーケティング 

事前評価調査時において、先方より、マーケティングセンターを設立する構想が表明さ

れたが、実現には至っていない。 

今次運営指導調査において、マラウイ側より、アンテナショップ設立に 2006/2007 会計

年度において、2百万クワチャ（1クワチャ＝約 1円）の予算を確保した旨の説明があった

（リロングウェ、ブランタイヤにそれぞれ一ヶ所を想定）。あわせて、機材、輸送等につい

て予算が不足する分については、JICA からの支援要請があった。調査団より、まずは、ア

ンテナショップの設立計画、運営計画の作成をまって、コストシェアの検討をしたい旨説

明した。なお、2007 年 1 月に新規配属されたマーケティング担当職員が中心となって、シ

ョップの立地を含めた実施計画の策定を進めている。 

（5） 地方体制 

 一村一品事務局が設立された時点で、南部のブランタイヤ及び北部のムズズに事務所が

設置されたが、上記（1）の実施体制図にブランタイヤとムズズの事務所がないことについ

て懸念を表明したところ、マラウイ側より地方分権化に伴い、中央政府がオフィシャルに

は地方に拠点を持つことが難しい旨の説明があった。調査団より、一村一品運動を地方で

推進するためにブランタイヤとムズズの事務所の設置を重ねて要請した。 

 

以上の状況を纏めると、以下の図のようになる。当初想定していた、技術支援センター、

マーケティングセンター、地方体制について、実現可能な形に変更して徐々に整備されつ

つある。 
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事前評価時（2005.4）

【融資】 【生産技術支援】 【マーケティング】 【地方体制】

　　申請　認定

直接融資

運営指導調査時（2007.1）

【融資】 【生産技術支援】 【マーケティング】 【地方体制】

　設立準備（２百万クワチャ承認、未ディスバース）

委託予定

委託

県にＯＶＯＰ担当

　　申請　認定 任命予定

　融資予定 技術支援予定 出品予定

（巡回指導）

　　凡例

実施中

実施予定 調査団作成

農民グループ

農民グループ

一村一品事務局

一村一品グループ ＪＩＣＡ支援パイロッ
トプロジェクト（8）

金融機能

農業省

技術支援セン
ター（構想）

マーケティング
センター（構
想）

一村一品事
務局

一村一品グループ
ＪＩＣＡ支援パイロッ
トプロジェクト（9）

ＭＦＩ

地方自治省

マラウイ大学
ブンダ校

アンテナショッ
プ（リロンゲ、
ブランタイヤ）

ムズズ、ブラン
タイヤ事務所

ムズズ、ブラン
タイヤ事務所
（廃止予定）

長期専門家２名（一村一品

コーディネーター、小規模金

融）、JOCV(デザイン）

長期専門家1名（一

村一品コーディ

ネーター）

JOCV(マーケティ

ング）、ＳＶ予定

（食品加工）
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2-2 マラウイ協議結果 

一村一品事務局長（1月 23 日午後）及び地方自治地方開発省次官（1月 24 日午前）と協

議を行った。上記 4.で記載した進捗状況の確認と進捗促進の申し入れの他、以下の点につ

いてミニッツにて確認した。 

（1） プロジェクト諸表 

前回の運営指導調査において、中間評価（2008 年 2 月）に向けて、PDM の各種指標を明

確化し数値化することをプロジェクト側に申し入れたところ、今回の合同調整委員会（JCC）

において指標を改訂した PDM を提案し、承認を受けた。（ミニッツ ANNEX1）。また、次回

JCC（2007 年 7 月予定）において、数値目標を設定することを双方で確認した。あわせて、

案件別投入計画に基づいて作成された年度計画（APO）を双方で確認した。 

（2）一村一品戦略ペーパーとオペレーションマニュアルの改訂について 

前回の運営指導調査において、今回の JCC にあわせて、同戦略ペーパを改訂するように

提案を行った。同提案を受けて、プロジェクトは、2006 年 10 月に PCM ワークショップを開

催し、プログラム活動の整理を行ったが、事務局長の交代や事務局員の増員等があり、今

回のタイミングでの全面的な改訂は難しい旨の説明があった。マラウイ側より、以下のス

ケジュールにて改定を行うとの説明があった。 

2007 年 4 月 第一次ドラフト作成 

2007 年 8 月 改定のためのワークショップ開催 

2007 年 9 月 Board Meeting にて正式承認 

（3）一村一品地方研修（OVOP Intensive Training： OIT）について 

2006 年 11 月より、地方研修（OIT）を各県で実施し、同研修参加者を中心とした「県一

村一品委員会」の構築に当たっている。調査団より、今後研修数の増加に伴うコストを JICA

側のみで負担することは難しいので、相応の予算措置について申し入れたところ、現在実

施中研修の JICA 側の負担可能額と内訳を提示されれば、マラウイ側より来年度の予算要求

を行う旨の説明があった。 

 

2-3 南アフリカ一村一品に係る打ち合わせ要旨 

アフリカ一村一品プロジェクト形成調査（2/20-25）に先立ち、カウンターパート候補で

ある貿易産業省 (dti)に対し、一村一品運動の紹介を行った。 

（1）日時：1月 26 日（金）15：00-16：00 

（2）場所：貿易産業省 

（3）参加者： 

 南アフリカ側： 
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    MANDISA MANJEZE, Chief Director of Enterprise Development Unit 

    NWETZ MALULEKE, Chief Director of Cooperatives Development Unit 

    PHILLIP MTSWENI, Assistant Director of Bilateral Trade Programmes; Asia 

    MOJALEFA MOHOTC, Director of Policy Analysis and Research 

  日本側： 

  山本アフリカ部調査役 

  福森経済開発部第一グループ中小企業チーム職員 

  根本南アフリカ事務所職員 

  宮下専門家 

（4）議事要旨 

山本団長より、一村一品プロジェクト形成調査団プレゼンテーション資料を用いて、一

村一品のコンセプトおよびアフリカ一村一品運動のモデル実施体制と日本の支援メニュー

について説明を行った。南ア側からのコメントは以下の通り。 

・ 2006 年 11 月に一村一品コミッティーを設立した。UNIDO と 2006 年 12 月にミーティン

グを持ち、連携について検討を開始した。 

・ 一村一品運動は、大統領府のタベテ副局長（Deputy Director）を中心に、国家的な運

動として実施する考えである。 経済クラスター(economic cluster)だけではなく、社

会クラスター(social cluster)を支援対象とし、百万人の雇用創出を生み出すものとし

たい。したがって、リンポポ州やクワズールナタール州等の後進州も対象としたい。 

・ 実施体制としては、9 province に跨る 284 municipality のうち、54 district 

municipality を中心に（ショーケースとなるように）実施することを考えている。 

・ 一村一品運動の推進母体としては、cooperative の活用を考えている。 
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